












（ 1）　本稿は、2015年 8 月に横浜地裁宛、2016年 1 月に東京地裁・東京高裁宛に提出
した鑑定意見書（首都圏建設アスベスト損害賠償請求神奈川訴訟・第 2陣、同東京




岡 田 正 則
1　はじめに
2　法源体系上および建設行政上の建築基準法 2条 7号ないし 9号の役割
3　建築基準法 2条 7号ないし 9号の「保護範囲」
4　結　語








































　　　建築基準法 2条 7号ないし 9号の役割
（ 1 ）　法源体系上の建築基準法 2 条 7 号ないし 9 号の役割
　建材の指定・認定という国（建設大臣・国土交通大臣）の権限行使の根拠












（ 3）　横浜地判2012（平成24）・ 5・25訟月59巻 5 号 1 頁（首都圏建設アスベスト損


















6 月 1 日・国土交通省告示第569号）を定め、さらにこれらの定めに則して、
国土交通大臣は、一定の建材を使用した構造を耐火構造として一般的にま
たは通則的・個別的に認定する、というのが同号の仕組みなのである。













（ 4）　前掲注（ 1）神奈川訴訟における被告「乙ア準備書面（ 4）」（平成27年 2 月12
日付）25頁以下。
国家賠償訴訟における反射的利益論（岡田）　　5
（ 2 ）　建設行政上の建築基準法 2 条 7 号ないし 9 号の役割
































































（ 7）　国土交通省・前掲注（ 6） 2頁および 4頁。
（ 8）　国土交通省「国土交通省におけるアスベスト対策の推進」（平成18年 3 月31日）
2頁。
（ 9）　社会資本整備審議会建築分科会・建議「建築物における今後のアスベスト対策
















































建築基準法 2条 7号ないし 9号の「保護範囲」に含まれるのかという冒頭
の問題を考察してみよう。

































































（ 2）　国側の主張における国賠法 1条 1項解釈の改変と「保護範囲」論
　ところが、建設アスベスト国賠事件での国側の主張をみると、在宅投票





































































































「前記 2（ 9 ページ）で述べたとおり、建基法 2 条 7 号ないし 9 号等の規
定が建築作業従事者を保護対象としていないことは明らかである上、原告
らが国賠法上違法であると主張する前記 1（ 8 ページ）記載の内閣又は建
（17）　前掲注（ 4）「乙ア準備書面（ 4）」22頁、12頁、25頁。





























（18）　大阪地判1994（平成 6）・ 7・11判時1506号 5 頁。



































（21）　福岡地飯塚支判平成 7・ 7・20判時1543号 3 頁。
（22）　福岡高判平成13・ 7 ・19判時1785号89頁。
































































18　　早法 91 巻 4 号（2016）
を行使しなかったことが、その許容される限度を逸脱して著しく合理性を
欠くと認められるときは、その権限の不行使は、副作用による被害を受け















































































































































22　　早法 91 巻 4 号（2016）
防火構造に関して、国賠法上違法であると主張する内閣又は建設大臣の権


























































24　　早法 91 巻 4 号（2016）







































　第二に、同法 2条 7号ないし 9号の趣旨を考えると、これらの規定に基
づく建材の指定・認定制度は、建材の安全性を前提にしている。すなわ
ち、耐火・防火だけではなく、有害建材を排除する趣旨を有している。例




































































































































































30　　早法 91 巻 4 号（2016）
て、アスベスト関連疾病に罹患しないようにする労働環境を確保する監督
責任・規制責任を建設大臣は負っていたのであり、そのような労働環境を
実現するためには、建築基準法 2条 7号ないし 9号の建材規制制度に基づ
く権限行使が不可欠であった。仮に「そのような事態が生じることは建基




































































および建設行政上、建築基準法 2条 7号ないし 9号は、この職責を果たす
ために有効な規定であった（前述 2参照）。また、建設大臣等は同条 7号な
いし 9号の建材規制制度に基づく権限行使を行使することができた（前述
3 参照）。これらの検討結果から、前述 1 で挙げた《一人親方や零細事業




また、当該権限の不行使は国賠法 1条 1 項の適用上違法と評価されるので
ある。
（53）　前掲注（ 3）参照。同地判の評釈として、朝田とも子「判批」法学セミナー
723号133頁参照。
